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デジタルトランスフォーメーション

• Digital Transformation, DX
• ITの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるこ
と
✔ウメオ大学(スウェーデン)のエリック・ストルターマン(Erik Stolterman)教授

によって2004年に提唱された概念

3総務省「情報通信白書」 (平成30年版)(https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h30/html/nd102200.html)



DX推進のための政策の加速

• 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」(2020年7
月17日閣議決定）

• 「デジタル・ガバメント推進方針」(2017年5月30日高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部決定)

• 「デジタル・ガバメント実行計画」(2020年12月25日閣議決定)
• デジタル改革関連法の成立(2021年5月12日)
✔ デジタル社会形成基本法、デジタル庁設置法、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に

関する法律、公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法
律、預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律、地方公共団
体情報システムの標準化に関する法律

• デジタル庁発足(2021年9月1日)
• デジタル田園都市国家構想基本方針(2022年6月7日閣議決定)
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5デジタル庁「地方公共団体の基幹業務システムの標準化のために検討すべき点について」(令和4年4月最終改
訂)(https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/034f5707/20220428_policies_local_governments_outline_01.pdf)



6
内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局「デジタル田園都市国家構想基本方針について」 (2022年6月)(https://www.soumu.go.jp/main_content/000821290.pdf)



DXの基盤となる制度(の1つ)：マイナンバー制度

• 元々は「社会保障・税に関わる番号制度」
✔ より公平・公正な社会、社会保障がきめ細やか且つ的確に行われる社会、行政に過誤や無駄のない

社会、国民にとって利便性の高い社会、国民の権利を守り、国民が自己情報をコントロールできる社
会

✔ 付番、情報連携、本人確認の3つの仕組みで構成される社会基盤
(「社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針 ―主権者たる国民の視点に立った番号制度の構築 ―」(2011年1月31
日)(https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/syakaihosyou/kentohonbu/pdf/110131/honbun.pdf))

• マイナンバー法の成立(2013年５月24日)
✔ 基本理念(第3条1項)

一　行政事務の処理において、個人又は法人その他の団体に関する情報の管理を一層効率
化するとともに、当該事務の対象となる者を特定する簡易な手続を設けることによって、国民
の利便性の向上及び行政運営の効率化に資すること。

二　情報提供ネットワークシステムその他これに準ずる情報システムを利用して迅速かつ安全
に情報の授受を行い、情報を共有することによって、社会保障制度、税制その他の行政分野
における給付と負担の適切な関係の維持に資すること。

三　個人又は法人その他の団体から提出された情報については、これと同一の内容の情報の
提出を求めることを避け、国民の負担の軽減を図ること。

四　個人番号を用いて収集され、又は整理された個人情報が法令に定められた範囲を超えて
利用され、又は漏えいすることがないよう、その管理の適正を確保すること。 7



地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会

•開催状況
✔ 2020年11月2日～2022年7月28日(全14回)

•自治体DX推進計画(2020年12月25日)
✔ 2022年5月以降の検討会では、自治体DX 推進計画改定案の修正案等を

検討
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9
総務省「自治体DX推進計画(概要)」(https://www.soumu.go.jp/main_content/000786411.pdf)



10総務省「自治体DX全体手順書【第1.0版】」(令和3年7月7日)(https://www.soumu.go.jp/main_content/000759002.pdf)
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関連する政策

総務省「自治体DXの推進」(https://www.soumu.go.jp/denshijiti/index_00001.html)



地方税における電子化の推進に関する検討会

•令和3年度取りまとめ(2021年11月15日)
地方税務手続の電子化については、一定の進展が見られるが、デジタル手続
法の趣旨を踏まえ、引き続き、電子化の推進を図る必要。「申告・申請手続」、
「納付手続」、「処分通知等」及び「他機関との情報連携等」について、次の施
策を講ずるべき。

1. 申告・申請手続のオンライン化

(1)　対象手続の拡大

(2)　eLTAX利用率の更なる引上げに向けた取組

2. 納付手続のオンライン化

(1)　地方税共通納税システムの対象税目の拡大

(2)　eLTAXを通じた納付の利用拡大に向けた取組

3. 処分通知等のオンライン化

4. 他機関との情報連携等

12地方税ポータルシステム(https://www.eltax.lta.go.jp/news/04514)



13地方税における電子化の推進に関する検討会「令和3年度とりまとめ」
(https://www.eltax.lta.go.jp/news/04514/%E3%81%A8%E3%82%8A%E3%81%BE%E3%81%A8%E3%82%81.pdf)9頁

https://www.eltax.lta.go.jp/news/04514/%E3%81%A8%E3%82%8A%E3%81%BE%E3%81%A8%E3%82%81.pdf)9


14地方税における電子化の推進に関する検討会・前掲「令和 3年度とりまとめ」10頁



15地方税における電子化の推進に関する検討会・前掲「令和 3年度とりまとめ」11頁



16消費者庁・国民生活センター「消費生活相談デジタル・トランスフォーメーションアクションプラン2022」(2022年6
月)(https://www.kokusen.go.jp/hello/pdf/dx_actionplan2022.pdf)



17消費者庁・国民生活センター・前掲「消費生活相談デジタル・トランスフォーメーションアクションプラン2022」3頁



18消費者庁・国民生活センター・前掲「消費生活相談デジタル・トランスフォーメーションアクションプラン2022」6頁



19個人情報保護委員会「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律　概要資料」(https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seibihou_gaiyou.pdf)1頁



個人情報保護制度の見直しに関する最終報告

20

はじめに
1. 総論的事項 

1-1 法の形式及び法の所管
1-2 医療分野・学術分野における規制の統一
1-3 学術研究に係る適用除外規定の見直し(精緻化)

2. 個人情報の定義等の統一等
2-1 個人情報の定義等の統一
2-2 行政機関等における匿名加工情報の取扱い

3. 監視監督・事務処理体制
3-1 行政機関等に対する監視監督の在り方
3-2 行政機関等の開示決定等への不服申立ての扱い(情報
公 開・個人情報保護審査会の在り方) 

4. 地方公共団体等の個人情報保護制度の在り方
4-1 法律による全国的な共通ルールの設定
4-2 規律の具体的内容

5. 個人情報保護法令和２年改正の公的部門への反映の在り方

個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース「個人情報保護制度の見直しに関する最
終報告」(令和2年12
月)(https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoho_hogo/pdf/r0212saisyuhoukoku.pdf)。

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoho_hogo/pdf/r0212saisyuhoukoku.pdf


自治体のDXと個人情報保護制度の関係

•個人情報保護に関する法律の一元化等を通じて制度面でのデータ
の流通基盤が整備されれば、本計画における自治体の情報システ
ムの標準化・共通化、マイナンバーカードの普及促進と相まって、自
治体におけるデータ活用の可能性が拡大することも認識すべきであ
る。
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総務省「自治体デジタル・トランスフォーメーション(DX)推進計画」(2020年12月25
日)(https://www.soumu.go.jp/main_content/000726912.pdf)3頁



22
個⾒情報保護制度の⾒直しに関するタスクフォース
「個⾒情報保護制度の⾒直しに関する最終報告 (概要)」(2020年12月)(https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoho_hogo/pdf/r0212saisyuhoukoku_gaiyou.pdf)1頁



法の一元化

•個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人
情報保護法の3本の法律を、現行の個人情報保護法をベースに1本
の法律に統合し、所管を個人情報保護委員会に一本化
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• 国際動向(GDPR)に沿う改正
✔ 強力な法執行に裏付けられた高い保護レベル

• 公的部門にも十分性認定を及ぼす可能性
✔ 国立大学法人等が欧州からデータを受領する場合の不都合を回

避

• 地方公共団体が残るが、どちらかといえば国内的問題(いわ
ゆる2000個問題)



公的部門と民間部門の規定の整合性

•行政機関+独立行政法人等のうち、個人情報保護法に引っ越しをし
ないもの→行政機関の現行の規律を残す。

*行政機関法に明文がなく、民間部門の個人情報保護法に明文があるもの
(2020年改正も含む)

•行政機関+独立行政法人等のうち、個人情報保護法に引っ越しをす
るもの→民間の規律
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25個⾒情報保護制度の⾒直しに関するタスクフォース・前掲「個 ⾒情報保護制度の⾒直しに関する最終報告 (概要)」11頁



26
個人情報保護委員会・前掲「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律　概要資料」2頁



27
個人情報保護委員会・前掲「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律　概要資料」3頁



施行準備

• 現時点(2021年6月)において、
公的部門全体を通じた規定の
解釈等の概略を示す。

• 国の行政機関 等、地方公共団
体等の関係者の施行に向けた
着実な対応を促す。

• 委員会として解釈等を示すこと
が有用な論点等を把握し、今後
のガイドライン等の策定に活か
す。

　(左記資料2頁より)
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(https://www.ppc.go.jp/files/pdf/210623_kouteki_kiritsun
okangaekata.pdf)



29
(https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220420_
koutekibumon_guidelines.pdf)

同ガイドライン5頁



30
(https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220428_koute
kibumon_qa.pdf)

(https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220428_koutekibu
mon_jimutaiou_guide.pdf)



31個人情報保護委員会「概要資料」 (https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220420_seireikisokuguidelines_gaiyou.pdf)2頁

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220420_seireikisokuguidelines_gaiyou.pdf)2


32個人情報保護委員会・前掲「概要資料」 3頁
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個人情報保護委員会・前掲「概要資料」 4頁



個人情報の取扱い

•個人情報の保有について、地方公共団体等にも行政機関個人情報
保護法と同等の規定を適用する。

•個人情報の目的外利用・提供について、地方公共団体等にも行個
法と同等の規定を適用する。「相当な理由」や「特別な理由」につい
てはガイドラインに基づく運用を行う。

•オンライン結合制限規定は設けない。

34

個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース・前掲「個人情報保護制度の見直しに関する最終報告」36～37頁



条例で定める独自の保護措置

•共通ルールよりも保護の水準を下げるような規定を条例で定めるこ
とは、法律の趣旨に反するものとして認められない。

•地方公共団体が条例で独自の保護措置を規定できるのは特にその
ような措置を講ずる必要がある場合に限る。条例を定めたときは、個
人情報保護委員会に届け出る。個人情報保護委員会は、必要に応
じ、助言等の適切な監視を行う。地方公共団体の条例に基づく事務
処理が違法又は著しく適正を欠く場合、国は、地方自治法等に基づ
き、助言、勧告を通じて是正を促すほか、是正の要求を行うこと等が
できる。
✔ 要配慮個人情報：「LGBTに関する事項」「生活保護の受給」「一定の地域の出身

である事実」等

•個別の個人情報の取扱いの判断に際して審議会等に意見を聴く必
要性は大きく減少する。今後、審議会等の役割は、地方公共団体等
における個人情報保護制度の運用やその在り方についての調査審
議に重点が移行していく。

35



審議会等の役割
(地方公共団体に置く審議会等への諮問)
第129条　地方公共団体の機関は、条例で定めるところにより、第三章第三節の
施策を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取扱いを確保する
ため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議
会その他の合議制の機関に諮問することができる。

36

• 細則を策定する場合
• 個人情報ファイルを保有しようとするときの長への報告のような行政機関等
の内部規律を設ける場合

• 地域の特性に応じて、条例要配慮個人情報を設けたり、開示決定等の期限
を短縮する条例を設ける場合

*条例で独自の規定を設けることが可能な場合に、当該規律に違反した者に対する罰則を条例で規定する
ことは可能

宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』(有斐閣、2021年)732～733頁
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個人情報保護委員会・前掲「概要資料」 5頁


